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１．はじめに

建築紛争は、損害の有無と程度、原因の特定及びその補修対策が争われることが多い。

特に、地盤に起因する紛争は原因の特定と補修対策に費用がかかり、紛争の解決が長引く

ケースが多い。紛争を障害事象とその原因に分けて大別すると下記のようになる。

障害と原因の因果関係の特定が、専門家に要求される技術的な課題である。因果関係の

特定手順については、原因の①と②が標準化されておらず、研究の余地がある分野である。

不同沈下障害については、住宅紛争処理の技術的基準（建設省告示第 1653号）が定められ、

住宅紛争処理技術関連資料集や小規模建築物基礎設計指針等で調査方法や補修方法の標準

化が図られている。ワークショップの討論材料として、担当した訴訟事件の中から、標準

化が不十分な振動障害に関する下記の 2事例を紹介する。不同沈下障害については、提案

される対策法の検討が十分なされていないため、技術的な論争になることが多い。事例 3

では、よく採用される鋼管圧入工法による補修対策の妥当性を評価した事例を紹介する。

事例１「基礎工事による振動影響評価の事例」：建設工事による建物の振動被害の判定手

順を体系的に調査研究し、訴訟事件に適用した事例である。工事振動に関する原因特定の

標準化技術となり得るものであり、裁判所の判断の根拠として採用された手順である。

事例２「大地震の影響の程度が問われた事例」：建物の不同沈下が層厚の異なる盛土の沈

下によるものか、地震による盛土の沈下の影響であるのかが問われた事案である。盛土の

沈下に及ぼす地震の影響を、定量化して評価した事例として紹介する。

事例３「アンダーピニング工法の妥当性が問われた事例」：鋼管圧入による不同沈下対策工

法の妥当性の評価を求められた事案である。現在よく採用される建物の不同沈下補修法の

現状と技術的な検討課題を浮き彫りにさせており、今後この種工法による対策案を提示す

る際に、参考となる事例として紹介する。

地盤に起因する

建築紛争

不同沈下障害

振動障害

（障害事象）

③地盤調査不足・設計・施工不良

②地震

（原因）

①工事振動

④近接工事
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２．事例

事例１：基礎工事による振動影響評価の事例

１）事案の概要

鉄道高架橋の基礎工事により、鉄骨造 4階建ての建物にひび割れ等の障害が生じたとし

て、補修費用、営業損害等の損害賠償を請求した事案である。

２）争点

（申立側）

1 損傷は、杭や山留め等の基礎工事の振動により生じたものである。

2 杭はオールケーシング工法であり、リバースサーキュレーション工法や深礎工法

を採用するべきであった。

3 本件類似の建物や近隣家屋でも同じような被害が出て、補償が約束されている。

（相手側）

1 振動源として、過去の類似工事の中で申立人の主張に最も有利な振動レベルを採

用しても、振動とひび割れ等との因果関係は否定されている。

2 本現場は 15ｃｍを超える玉石混じりの地層であり、オールケーシング工法は適合

性が高い。

3 25.5ｍ位置での工事振動の測定結果では、施工時振動は最大でも 67デシベルであ

り、同じ箇所の暗振動は 75デシベルであった。因果関係は、到達振動レベルを理

論上考えられる最大値（82デシベル）に設定して、検討した結果である。

３）裁判所の判断

1 振動のみに着目してオールケーシング工法を採択したこと自体が不適切であると

の主張は採用できない

2 類似建物としている建物は軽量鉄骨造であり、（重量）鉄骨と素材の違いがあると

ともに、築年度（昭和 60年と平成 7年）も相違がある。

3 工事振動の影響については、実際の工事振動を再現して確認することが困難なた

め、過去の実測記録から振動レベルを推測し、建物の増幅特性を調べて影響の程

度を検討することはよく採用される手法である。振動レベルは大きめの数値を採

用しており、因果関係の検討値としては妥当な検討であることが認められる。

４）技術的課題

1 到達振動レベルの推定法：工事振動の公表データは建設機械化協会等古いもので

あり、地盤や施工条件等の詳細な情報が不明なものが多い。地盤情報や施工条件

等の詳細な工事情報を明確にした最新の機種による実測データの蓄積

2 建物の応答振動の推定法：建物の剛性評価や応答倍率の設定方法

3 振動の大きさと損傷発生の判断基準：気象庁、畑中や Banik等の判断指標がある

が、判断基準が確立されていない。工事振動（8～25gal）レベルの微小な振動に

よる建物への影響を定量的に調査した調査事例の蓄積・分析による基準の確立
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図‐1.1 建設振動による建物被害判定手順（文献 1.1より）

図‐1.2 オールケーシング工法の実測振動レベル

採用データ
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図‐1.4 振動レベルの検討結果

表-1.1 振動による建物被害（過去の調査研究を加速度で統一表示した結果）

表‐1.2 実大建物の加振実験時の損傷発生

表‐1.3 損傷度と振動量の関係

文献 1.1：伊奈潔「建設工事による建物振動被害の判定手法」、日本建築学会環境系論文集、

第 77巻、第 676号、P.453～460、2012年 6月
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事例 2：大地震の影響の程度が問われた事例

１）事案の概要

盛土で造成された宅地において、家屋の不同沈下、壁の隙間や擁壁にクラックが生じた。

申立人は土地を買い受け且つ設計・施工を請負ったハウスメーカーとの契約に基く請負

工事に瑕疵があるとして、損害賠償を請求した。上記障害の発見前後に大地震があり、

地震の影響の有無と程度が鑑定事項として問われた事案である。

２）争点

（申立側）

1 大地震前から壁に隙間ができており既に不同沈下が生じていた。

2 敷地は、川が流れていた谷筋を盛土造成しており、盛土の厚さの違いが 4ｍある。

盛土の層厚の違いによる沈下差が原因と考えられ、設計・施工上の瑕疵がある。

（相手側）

1 大地震（兵庫県南部沖地震）前は建物の傾斜や壁の隙間はなかった。

2 想定外の地震であり、地震による地盤沈下が原因である。

３）鑑定事項

1 建物の不同沈下や壁の隙間及び擁壁のクラックの発生原因と発生時期

2 兵庫県南部地震の影響の有無と程度

3 補修方法と工程及び補修費用

４）鑑定結果

1 盛土は礫混じり粘土質粗砂でスレーキングし易い土質である。細粒土が多く含ま

れていることによる圧密沈下やスレーキングによる沈下が生じる地盤である。上記

の不具合は竣工後 3年経過した頃発見されており、沈下の影響が表面化する時期で

ある。盛土の厚さの違いによる不同沈下が主な原因であり、地震前から不具合は生

じていると判断できる。

2 建物はツーバイフォーの比較的耐震性の高い建物であり、地震による上部構造へ

の影響は比較的軽微である。地震による地盤沈下は、盛土の圧密やスレーキングに

よる長期的な沈下に較べて少なく、影響の程度は 1割以下である。

3 鋼管圧入による不同沈下修正工法の補修費は、1250万円～1500万円程度である。

躯体の補修の要否は、仕上げ材を外した調査ができなかったため、不同沈下修正後

に各部の状況を詳細に調査して判断されたい。

５）技術的課題

1 盛土の水浸沈下やスレーキングによる沈下の経時的な予測手法

2 地震による盛土地盤の沈下予測技術及び沈下実測データの収集（液状化地盤並び

に否液状化地盤）、粘性土地盤の地震による長期的な沈下予測や実測データの収集

3 擁壁の補修並びに建物の上部躯体や仕上げの補修範囲の判断基準並びに補修費用

の算定基準
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図-2.1 建物の不同沈下状況と地盤調査結果

図-2.2 沈下想定図

図-2.3 圧密試験結果に基く沈下曲線
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図-2.4 振動三軸試験に基づき推定した盛土の沈下量

図‐2.5 地震による埋立地の沈下実測例

文献 2.1：寺田邦雄「層別沈下計よりみた兵庫県南部地震による地盤の挙動」、日本建築学

会大会梗概集、1998年 9
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事例３：アンダーピニング工法の妥当性が問われた事例

１）事案の概要

盛土で造成された宅地に建つ木造 2階建住宅（べた基礎）で不同沈下が生じた。不同沈

下が生じていることに対する争いは無いが、アンダーピニング（鋼管圧入）工法による補

修の妥当性が鑑定事項として問われた事案である。

２）争点

（申立側）

1 沈下は進行しており、将来も不同沈下が進展する。

2 提案されているアンダーピニング（鋼管圧入）工法は、技術的にいろいろな問題

があり、妥当な補修方法でない。解体して適正な基礎で再築する方法しかない。

（相手側）

1 沈下は収まってきており、不同沈下の進展は無い。

2 提案しているアンダーピニング（鋼管圧入）工法による補修は妥当な方法である。

３）鑑定結果

1 宅地造成後 2年弱で引渡された建物であるが、竣工後 5年半頃の測量で 8/1000程

度東側に傾斜している。盛土は細粒分が 1/3混じる礫混じり砂層であり、過去に

も盛土されており地盤の沈下は今後も生じる可能性がある。

2 所定の杭長を押し込むには、途中に建物の自重では押し込めないような硬い中間

層がある。敷地はまだ沈下しておりアンダーピニング工法で建物を支持しても、

地盤沈下によって基礎底盤下に隙間ができ、鋼管杭だけで支持した形になる。建

物の西と南側に擁壁があり、鋼管杭の圧入には擁壁を避けて施工する必要がある。

しかし、基礎梁への偏芯や集中荷重に対する検討がなされていない。基礎底盤下

に隙間ができるため鋼管杭が水平力を負担しなければならなくなるが、水平力に

対する検討がなされていない。以上、提案されている工法は検討が不十分であり、

杭基礎として扱うには妥当性があるとは評価できない。

４）鋼管圧入工法の検討項目

鋼管圧入による不同沈下修正は、アンダーピニング工としてよく採用される工法である。

安易な検討に基く対策案の提示が多いが、紛争の解決のためには、安心できる十分な検討

に基く工法の提案が必要である。以下によく指摘されている重要な検討項目を示す。

1 杭基礎、併用基礎、直接基礎+地盤改良（地盤補強）等の支持形式を明確にし、力

学的な検討を行う。

2 鋼管配置は原則的には柱下全て、中間に配置する場合は基礎梁の安全を検討する。

部分的な配置で支持させるケースがあるが、基礎梁や沈下の検討が必要である。

3 基礎梁や上部構造に過剰な負荷がかからないような施工管理が必要である。

4 地盤沈下が継続している場合は、杭としての適切な検討を行う。

5 擁壁等が近接する場合は、水平力に対する検討が必要である。
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図-3.1 敷地地層の推定断面図

Ｎ 掘削され埋め戻された地盤

図-3.2 土質柱状図

1.0kN自沈

0.25、0,5kN自沈

建物傾斜方向

東へ 8～9/1000

N

ボーリング位置

掘削され埋め戻された地盤
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施工直後 時間経過後

水平化により、若干の隙間が残る 地盤が沈下して隙間が拡大する

図-3.7 水平抵抗の模式図

土留めの底盤

図-3.3 アンダーピニング工と土留め底盤の関係 図-3.4 該当箇所の断面

図-3.5 底盤を削孔しての押し込み

Ｈ鋼

ジャッキ

鋼管（φ139.8）

長さ 8ｍ/本

底盤の削孔

図-3.6 底盤を避けた位置での押し込み

計画されていた鋼管（φ139.8 肉厚 5.0mm、長さ 8m/本、圧入鋼管合計 32本）

受動土圧

底盤摩擦

杭の水平抵抗

側面摩擦 受動土圧や杭の水平抵抗力は擁壁の水平抵抗力に左右される




